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一事業創造の進化論的考察一
清家彰敏
1. 緒言
「創造j についての経済，経営的論議は，多くがシュムベータに依拠してい
る。組織における創造行為の意味は 20世紀初期のオーストリアにおいて，世
界経済と政策行為の認識の一環として シュムベータによって取り上げられた。
社会，経済の創造主体として事業創造は，ケインズとの確執と理論的対峠から，
シュムペータによって規定されたのである。シュムベータの創造的破壊の概念
によれば，事業創造は産業の変化につながり，社会的意味を見いだす。
したがって，事業戦略は，その事業創造を計画する行為であり，産業変化に
関わる事業者，経営者にとっては，事業創造を通じた社会的貢献，社会的成功
の手段となるものである。事業創造の主体は産業構造の中で社会的に位置づけ
られ，その事業創造の規模は企業のみならず，産業に大きな影響を与える（中
小企業庁， 1994）。事業創造は産業創造，しいては社会変化，社会創造へと連
動する概念と考えられる。上記のシュムペータの規定を敷桁すれば，事業創造
は社会変化のトリガーである。
次いで，「進化」概念を，社会変化の説明概念として考える。さて， 20世紀
の日米欧においては 生物進化の概念が産業進化企業進化の概念に援用され
てきた。旧知であるが，ダーウインの生物進化の理論および体系は，スペンサー
において社会学へ，マルクスにおいて経済学へと展開した。したがって，生物
進化概念を再構築し，経済学，経営学における進化概念を規定することが妥当
性を持ってくる。
この進化は 2 つの能力「適応能力J と「自己複製能力」の向上過程である。
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進化においては，その主体は自らが適応能力を向上させるか，または自己複製
能力を向上させ多くの後継主体を残すか，といった側面で進化が起こる。した
がって，進化を 2 型で規定する（注 1 ）。
上記の進化の 2 理念型の側面から，マルチメディア産業の生産方式を考察し，
多くの成功した事例を分析した。これらの事例は20世紀を代表した大規模研究
開発・大規模工場システムとは異なった側面を多く持っていると思われる。こ
の側面を総括し，「マルチメディア生産方式」と「仮想経営」を仮構する。
2. 事業創造と戦略
1 ）事業の定義
ここでは，事業を定義し，①新たな事業機会の模索としての事業戦略，②事
業創造の枠組み，③事業創造の進化パスと事例について分析する。
「事業j とは俗語的から専門用語まで極めて広範囲に使用される用語である。
日常的には「事業」は， Business （ビジネス）の訳語として対応することが多
いと思われる。しかし，一般的な経営学事典，経済学事典，社会学事典で「事
業」という用語を探すことは困難である。「事業部制組織」，「事業成功関数
（市場占拠率，収益性，成長率が示す競争的地位と事業成功要因との関数的関
係） J，「事業転換j はあるが「事業J 自体については定義されていない。なお，
事業部制の事業部は， operating division の訳である。後述する事例等から考
察すると， operation より， business のほうが，事業概念には近いと思われる。
広辞苑（第 4 版，岩波書店）では「社会的な大きな仕事」と最初に規定され
ている。次に「一定の目的と計画とに基づいて経営する経済的活動」とより具
体的に規定されている。同じく広辞苑では「事業家」とは「事業を企てこれを
経営する人。また，これに巧みな人」とある。このように，事業は一般に企業
における主体者のかなり合理的な行動過程の投影と考えられる。「主体者」「合
理的J がキーワードである。誰がやっているか分からない，なんとなくでは
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「事業j とは言えない。
また，同じく広辞苑では「事業会社」とは「工業・鉱業・運輸業・水産業な
ど生産業を営む会社j とある。経営学事典（占部都美編著，中央経済社，
1980）の「事業転換」では「企業が従来たずさわっていた事業から別の産業へ
と事業活動を転換させる。…大きく転換する場合（たとえば，製造業からサー
ビス業へ）比較的小さな転換（たとえば製品の品目の転換）もあるJ となって
いる。この 2 つの用語から類推すると「事業J の対象は「製造業から流通まで」
「産業から製品群まで」となる。したがって 事業の一般的定義は以下と規定
できる。
事業とは，製造業から流通業までのすべての産業分野における，大きく
は産業全体，小さくは製品群を，事業家によって，一定の目的と計画に基
づいて，経営される経済的行為である。
しかし，前出したようにマルチメディア化情報通信における双方向化の進
展は，事業活動における主体と客体を暖昧にしつつある。例えば，ボランテイ
アは事業の主体であると同時に客体でもある。コスプレ族（コスチューム・プ
レイ＝アニメ等の主人公と同じ服装をして，楽しむ同好グループ）においても，
主体と客体は区別できない。
彼らは，場（プラットフォーム）を共有し 商品・サービスをその場に投げ
込む。その知識と行動はある集団で共有され その知識行動様式は一種の極
めてローカルな文化とでも呼べるもので 知識はその解釈と創造・編集が独特
の感性・共有体験・文化的排他性を持つがゆえに 独占的に使用される。この
ような集団は，かつての集団が縛られてきた地域性の枠を超え，横断的・文化
（知識）的枠によって捉えられ，容易に世界的広がりを持つ。この集団内では，
商品・サービスの提供と使用は，独占的・共有的知識無しには困難である（清
家， 1996）。独占的であるがゆえに提供と使用の関係者は限定される。主体と
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客体に係わる者は限定されるがゆえに，一般的な商業活動・生産活動における
高い専門的熟練を多くの場合必要としない。したがって，主体と客体は唆昧に
なり，一般的な「事業者が主体的に活動する場」としての「事業J 概念では，
ボランテイア，コスプレ等のプラットフォーム・商品・サーピスの提供と使用
の場はとらえがたい。
ここで本章では従来の主体者が特定かつ固定的である「事業J 概念に，より
「Jレースj にプラットフォーム，商品，サービス創造の場をも説明するために，
事業概念の拡張を試み，「事業とは物的，情報的な付加価値の創造が行われる
行為自体とそれにに対する経営行為」と規定する。プラットフォーム等での一
連の創造活動を「事業創造j，それが過去にない新たな創造を伴うとき「新事
業創造」と規定する（注 2 ）。したがって，本章においては，事業の定義は一
般に使用されるときに比較して，以下のように 極めて拡張的であるが固定的
な用語として限定的に用いる。
事業とは，製造業から流通業までのすべての産業分野での，大きくは産
業全体，小さくは製品群における物的，情報的付加価値の創造行為と，そ
の行為に対する一定の目的と計画に基づいての経営行為であり，多くはそ
の 2 つの行為を分業しうる組織を伴う。
この定義に従えば，事業創造は以下のように定義される。
事業創造とは，製造業から流通業までのすべての産業分野での，大きくは
産業全体，小さくは製品群における物的，情報的付加価値の創造行為と，その
行為に対する一定の目的と計画に基づいての経営行為として規定される事業活
動の場と仕組みを創造することである。
この定義にチャンドラー (1962）の戦略概念を加えて，事業戦略は以下のよ
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うに定義される。
事業戦略とは，産業全体，小さくは製品群ににおける物的，情報的付加
価値の創造過程とその過程に対する経営行為である事業を，競争的事業に
対して優越させようとする計画および行為である口
2 ）事業創造の史的変遷
事業戦略は事業創造（事業創造モデル）を前提とする。事業創造には，技術・
市場・資金・人材の集積効果による相互作用が重要であり，その創造過程は事
業創造モデルとして客観化される。事業創造モデルは 70年代までのアパナシー
の内部組織を中心とした事業創造モデル（第 1 期「アバナシーモデル」）から，
80年代日本型の系列組織（中間組織）である階層的企業集団モデル（第 2 期
「日本型モデルJ ）へと転換した（加護野他， 1983）。事業戦略は，常にこの事
業創造モデルの変化に合わせて構築されてきた。次いで 80年代の米国シリコ
ンバレーの成功と日本型の学習を受け マルチメディアにおける事業創造環境
整備によって， 90年代米国経済は大きな成功をおさめた。この結果， 90年代以
降，世界の事業創造モデルは，シリコンバレー型のネットワークモデル（第 3
期「シリコンバレーモデル」）へと転換した。
このシリコンバレーモデルの検証とその次世代壬デルの模索は，現在の最大
の研究課題である。さて，マルチメディア化は，すべての国家・産業において
事業創造環境を画期的に整備しつつある。この整備は，従来の少数の知的エリー
トによるメディア，経済支配を崩壊させつつある。米国国防総省の少数のエリー
トの意志から始まったインターネットは 逆にエリートによる経済から知的活
動までの世界支配を崩壊させ，知的活動に混沌をもたらそうとしている。事業
創造にとっては混沌は，新たな知識資源を獲得する方策をもたらす。知的エリー
ト以外からの広範囲の知識資源の獲得に加えて，価値観の混沌は，従来知識資
源として評価されなかった知識資源にその場を与えることになる。
次世代事業創造モデルは 近代以降の思想を支配してきた進化論への聞いか
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けと再構築で，構想されると思われる。アバナシー，日本型，シリコンバレー
の l 期から 3 期までのモデルは，「一方向的因果関係j モデルであった。主体
と客体は，明確にその機能で区分，規定できた。
さて， 80年代の米国による日本企業の成功（80年代日本型モデル）の研究は，
その成功が「組織間関係（系列）」にあり，その基礎が「長期的な関係（企業
間の取引関係）」にあることを明確にした。そして，ついでこの「長期的な関
係」が「情報システム」によって代替できることを発見した。この結果，日本
企業と同じ成功を「長期的」関係でなくとも獲得できることになり，情報シス
テムに大きく依存する企業が登場することになった。この傾向は企業活動の意
思決定を速め，速度の経済が90年代に広く世界において試みられることになっ
た。 80年代日本型モデルは「長期的関係」と表裏の「意思決定過程の長さJ と
いった構造的問題を含んでいたため 速度の経済には適合しがたいモデルとい
う評価まで登場することになった。インターネットが世界中をつなぐ今，最終
製品とその部品，補完商品をめぐる知識創造は，組織や国境を超えた異質な知
識が融合し相互作用を起こす中で行われ始めている。その最終製品はハード中
心からソフト中心へ移行し，知識の占めるウェイトはますます大きくなりつつ
ある。「収穫逓増の経済」と「速度の経済J が上記のビジネス進化の過程を支
配する原理となったD
3 ）速度の経営と事業戦略
速度の経営の達成について，世界の企業は確固たるシステムやノウハウを構
築していない。速度は 3 つの活動について問題とされなければならない。「ピ
ジネスシステムJ，「経営意思決定J，「事業創造」の 3 つである。 90年代，米国
企業は，ビジネスシステムと経営意思決定に関して，情報ネットワークによる
加速を実現した。リエンジニアリングによる大企業の再生，米国のシリコンバ
レーの優位は，この加速化の手法としての情報化にあるとも考えられる。情報
化によって取引コストが低下したこと，それは同時に速度の獲得でもあった。
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また，米国の伝統的経営システムであるトップダウンシステム（Simon, 1976: 
加護野他， 1983）は，速度の経営の達成を容易にする。 90年代，日本企業でも
トヨタをはじめとして ビジネスシステムにおける加速化は試みられた。これ
は主に学習による習熟とビジネスシステムの改善，技術の向上によって行われ
たが6 トヨタ，本田技研，シャープ等では期間が半減した事例も現れた。技術
の向上とは，例えば，部品のシステム化が上げられる。具体的には部品の一体
化であり， I C化はその典型である。しかし，総括すると，加速化の手段では，
日本企業は米国企業に比較して劣勢なのは否めない。
さて，自動車企業における開発期間の短縮は世界的な傾向であり，もっとも
短縮したトヨタ自動車と本田技研が 90年代において自動車と 2輪の覇者となっ
ているのは象徴的である。米国のインターネットピジネスを中心としたマルチ
メディア化は，取引コストを大きく低下させるとともに，企業間，組織間関係
の空間・時間を理念的にはゼロにし 意思決定をめぐる取引等の時間の劇的な
短縮を可能にしつつある。
速度の経営への志向は世界的な傾向であり，事業創造とその戦略は速度の経
営が前提となる。先進的な事例は，事業創造とその事業戦略が，従来の製造業，
流通業における「新商品開発J といった概念を超えたことを如実に示している。
現在の多くの事業創造，事業戦略は組織で、定型的な商品開発を行ってきた多く
の商品開発担当者にとって，信じられないくらいの複雑性と広範な知識の裏付
けで行われるようになってきている。大規模製造業 大規模小売業の多くの開
発者の困惑が見えるようである。これに加えて，既存の多くの事業は成熟化し
ている。かくして，経営学の最大の課題は事業創造 事業戦略となった。
3. マルチメディア生産方式と仮想経営
1 ）マルチメディア生産方式
日米欧の事業創造，事業戦略は マルチメディア化の進展と連動して構想さ
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れている。マルチメディアの定義は以下である。
情報のデジタル化によって，文字情報，静止画，動画，音声などあらゆ
るメディアを統合して扱えるメディアである。全ての情報は双方向で対話
的に扱える。
このような，マルチメディア化は産業において生産方式を変更させ，多くの
成功した事例が登場してきた。これは， 20世紀を代表した大規模研究開発・大
規模工場システムとは異なった側面を多く持っていると思われる。総括して21
世紀型とも表現すべきシステムであり，「マルチメディア生産方式」との呼称
が望ましいと思われる。以下，分析する。
( 1 ）仮想と現実の逆転
商品のソフト化，バーチヤル化は商品開発の過程に革命的な変化をもたらそ
うとしている。かつては，「モノ」がまず創られ「ソフト」が付加され，テレ
ビ宣伝等のために「バーチャル化」するというのが一般的であった。モノ（リ
アル＝現実）から情報（バーチャル＝仮想）が創られる。自動車が現実にあり，
その映像（仮想）がテレビで宣伝される。ところが情報技術等はその過程を逆
転させつつある。情報（仮想）からモノ（現実）が創られつつある（注 3 ）。
コンピュータグラフィックスで創られた自動車をテレビでみて，その現実には
存在しない仮想の自動車を欲しい人が集まって自動車企業に発注し，現実の自
動車が開発生産される。情報（仮想）からモノ（現実）が創られたのである。
自動車の商品完結性（注 4 ）が低下するほどこの傾向は増加する。
しかし，このような仮想（映像）から現実（モノ）といった過程は， 20世紀
を特徴づけた現実（モノ）から仮想（宣伝映像＝情報）の過程（見込大量生産
システム）に比べて 明らかに産業の主流とはなりえなかった。「仮想から現
実」とは受注生産方式（延期的意思決定），「現実から仮想」とは計画生産（見
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込み＝投機的意思決定）の 2 概念により理論的に検証しうる。
ところで， 20世紀は過去（モノ＝現実）が現在（情報＝仮想）を創造した時
代と考えることもできる。 21世紀は現在（情報＝仮想）から未来（モノ＝現実）
が設計される時代であるのかもしれない。例えば商品開発でコンピュータ・
グラフィックスの画面の前に座っている人は未来を設計しているのである。そ
れに対し，アパナシ一等のデイファクト・スタンダードが創られ，それが規模
の経済にもとづきマス・メディアを使い宣伝され，大量生産，大量販売される
システムは過去にもとづいて現在を設計しているのである口
上記を整理して， 20世紀型を「現実ー仮想」モデルと呼び， 21世紀型を「仮
想－現実j モデルと呼ぶことにする口
ノTーソナルメディアであるインターネットビジネスにおける受注生産はその
多くがこの「仮想ー現実J モデルで説明できる。この仮想－現実モデルへの転
換が世界的に生産の場において行われたのが フォード生産方式からトヨタ生
産方式への転換である。仮想（カンパン）が現実（部品）の前に存在し，現実
は仮想によって支配される存在となったのである。
( 2 ）情報とモノの過程の逆転と時間の編集
上記条件の進展により，前述した「情報とモノの過程の逆転」が助長される
ことになる。モノ（リアル）から情報（バーチャル）が作られた時代である 20
世紀から，情報（バーチャル）からモノ（リアル）が作られる時代として21世
紀が規定しうる。
トヨタ生産方式（ジャスト・イン・タイム）の本質は情報とモノの逆転への
移行にあった。カンパン（バーチャル）からモノ（リアル）が作られる。パソ
コンにおける一人組立（フロンティア神代［山口県］）もモノと情報の過程の
逆転があって可能になった。このようなハード以上にソフトは一人で組立うる。
かつて，米国型経営 I B M型開発は日本型トヨタ型開発（コンカレント・エン
ジニアリング）に変わったといわれた（清家， 1995 b ）。これが再度， 21世紀
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には転換すると思われる。
空間を設計した時代から時間を設計する時代と 21世紀は考えることが出来る。
デザイナー，エディター，組立者（アセンブラー）の関心がモノから情報に移
るということはモノが空間に配置されるものであるのに対し，情報は時間軸上
に並ぶ（部品や画像，音は空間［画面上］に並んでいるように見えるが，実は
これは時間が並んでいる。部品は納期［20世紀の言葉でいう“未来”］という
情報からモノとなる。画像はその作られた時間［20世紀の言葉でいう“過去”］
が画面に並んでいる。）。
組立の際，情報は時間軸上に並ぶ，その時間軸はアセンブラーがそれぞれ自
分の時間目盛りで作り上げる D 大企業体制のように関係者全員（企業は全社員，
国家であれば国民全員）の時間を合わせる必要はない。アセンブラーとユーザー
間でのみ時間のすり合わせをすればよい。
時間の設計において競争力を持つには むしろ設計者が皆異なる時間を持つ
ほど，時間の多様性があるほど競争力があるとも考えられる。かつての，大企
業の時聞から個人の時間への回帰である。
さて，大企業の開発体制は組立体制である。これを素材体制に変えるには，
すべてを逆転させる必要がある。組立体制では，組立が情報を作り素材がモノ
を作り商品が組立られた。このシステムにおいては大実験設備によってモノが
試され，作られ，型ができ（空間の設計・モノから情報が作られた），素材へ
指示される。新しい企業における素材体制では パソコン上でモノがバーチャ
ルに作られ，素材が時間軸上に計画され（時間の設計・情報からモノが作られ
る），発注され，組み立てられるようになってきている。
2 ）仮想経営の仮構
「プラットフォーム（今井賢一）」とその拡張について記しておきたい。プ
ラットフォームの概念は 商品・サーピスを創造しようとする活動に基準を与
え，過去の創造の評価を通じて企業活動に正当性・合理性を与える。また，プ
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ラットフォームの与える基準は，参加企業の人事考課へ反映し人材育成を促し，
能力評価の客観化を通じて労働市場の形成 人材の再配置に影響する。
このプラットフォームが下記の要件を備えたとき それは「ビジネスプラッ
トフォーム（清家， 1998）」という表現が適当であると思われる。ビジネスプ
ラットフォームを形成する主体とそれに参加する企業群が学習・進化を相互に
繰り返す。この相互進化の場の形成とその場が，ビジネスプラットフォームで
ある。この「相互進化」によって事業および事業創造の場の進化がおこる。ま
たビジネスプラットフォームは以下のように ビジネスシステムとの関係で規
定できる（清家， 1998 ）。
ビジネスプラットフォームは事業の”面”を形成する。マイクロソフトの
MS-DOS, WINDOWS95による O S支配はこの“面”にあたる。事業活動が
おこり面を立体に広げる。 WINDOWS95という“面”上で，インターネット
ビジネス，企業間競争が“立体”で繰り広げられるのである。当初，事業活動
は面への投資を中心に起こる。 WINDOWS への投資である。「面の経済J ~、あ
る。面の経済は，そのビジネスプラットフォームを形成する費用で規定される。
開発費用である。開発はその多くを権利で保証されるべき存在であり，基本的
に開発と対価を対応させると 権利は広さのみが問題とされねばならない。こ
れを「権利の経済」と規定してみよう。この権利の経済は，広さが問題され，
面は 2 乗で計算されるのが妥当と思われる。
次に，ビジネスシステムに沿って面が立体へと拡大し，市場、産業が形成さ
れると考えられる。例えば，無数のインターネット，パソコン事業であり，こ
の事業群，企業群が立体へと拡大される。日本の大企業の活動（清家， 1992),
米国ベンチャーの活動はこの立体内で起こっている。この活動は知識の創造・
交換・刺激（トリガー）で支配される事業活動である。創造・交換・刺激が盛
んになるほど経済は活性化する。この経済とは創造・交換・刺激の指数化と体系
であるとも考えられ現在の多くの産業を観察すると，一般に創造・交換・刺
激と「貨幣」が対応しない経済は失敗している。ビジネスプラットフォームで
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のインターネット等のピジネスは，無数の企業の表面に出ない創造・交換・刺
激の総和の級数的増加で説明できる。これが「収穫逓増の経済」の構造である。
したがって，創造・交換・刺激の総和に相関するものとして， 3 乗で計算される
“立体”が問題とされる。これは「立体の経済」と規定しうる。
面は当初はこの活動を制約するが，時間の経過とともに立体に主体が移って
いく（参加する企業群の増加）。ここで面の経済は立体の経済に移る。立体は
3 乗で計算される。面はどんなに広くても体積はゼロである。つまり，
WINDOWS95 は立体の経済では体積ゼロである。このことは面の経済ではマ
イクロソフトに金を払うことは合理性を持っているが立体の経済では合理性
を持たないことを意味している。この点が非常に重要である。ベンチャー経営
者のマイクロソフトに対する異常な敵意に驚かされることがあるが，彼は”立
体の経済”に立脚しているのである。ピル・ゲーツは“面の経済”を支配原理
としている。マイクロソフトが面を形成した当初は合理性が存在する。ところ
が，時間が経過するほど，面の合理性は低下し，逆に立体の経済が強く支配す
るようになる。ベンチャー経営者の多くを行動原理で敵にまわすことになる。
さて，立体の経済は市場の支払い能力で決定される。携帯電話事業を考えて
みよう。面は携帯電話の取得費用（開発費用）で形成される。次いで，携帯電
話を利用した多くのビジネスが発生し，携帯電話に関する売り上げは急成長す
る。この急成長の途中で，立体の経済に移行する。携帯電話を維持できる消費
者，多くは若者の支払能力は月に 2 から 3 万円である。ここで，制約がかかる。
立体の経済では面に金を払うことは合理性を持てない。もし，ここで面の費用
が減らなければ，市場の拡大は停止する。現在の携帯電話の市場はこの段階ま
で既に来ている。ここで，面の経済から立体の経済への戦略の軸の転換（意識
の転換）が行われ，事業創造の場の進化が起こらないと，産業は急速に失速す
る。上記がビジネスプラットフォームと参加する企業群の増加の関係による事
業戦略である。
さて，企業の呼び込みを学習していったビジネスプラットフォーム面の創造
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主体は，その学習の成果と次に移転できる資源により，次々新しいビジネスプ
ラットフォームを形成し 事業を拡大していく口これは，事業創造の場が「学
習による適応能力の向上」といった型の進化を起こしたことを示している。こ
れが21世紀の新しい事業戦略のモデルのーっとも考えられる。
ビジネスプラットフォームは，企業にとっても自らの戦略変革，組織変革の
ための学習の手段でもある。企業がビジネスプラットフォームを創り，その場
で「多くの企業，クリエーターに自由にビジネスと競争を展開させるj という
構想がビジネスプラットフォーム形成の動機であり，戦略となっている（清家，
1998）。ビジネスプラットフォームができた結果，それがマルチメディア事業
のインフラストラクチャーになって，多くの企業を呼び寄せ競争と創造が始ま
る。組織間関係において企業内外で双方向の学習 創造が起こる。このビジネ
スプラットフォーム，または一般的なプラットフォームは社会の多様化ととも
に多様な形で社会の多くの側面に登場する。多くのプラットフォームが社会の
中に存在し，個人，家族 企業は自由に時間をきり分けてそのビジネスプラッ
トフォーム内で活動することが考えられる。
そのビジネスプラットフォーム上での競争と事業創造等の実験的活動を「戦
略実験j という概念で規定してみよう。事業において「仮説実験J という概念
がある。これは，ビジネスを起業する際に仮説（“成功”仮説といったビジネ
スを成功させるための条件を主体者は作り 事業をあたかも実験室での実験の
ごとく行う）を立てることを指している（寺本， 1990）。この仮説実験は繰り
返しが可能な環境（浜松，芝浦では創業コストが極めて低く，創業，参入が繰
り返され，同一人による数多くの試行も珍しくなかった）では，組織学習によ
る新たな知の獲得，移転を促すことにつながった。ここでのキーワードは知識
の多様性（野中， 1990）が持つ，組み合わせ シナジーであり，組織学習の回
数を増加させるスピード（“速度”概念）である。特にビジネスプラットフォー
ムに規定され，経営資源を共有化し，情報における共有概念に立つ仮説実験を
戦略実験と規定する。
-109 (281 ）ー
3 ）仮想経営と一人企業
個人は社会との関わりの中で自己を主張し 自己を創造という手段で社会化
し，その社会化の過程でのみ自己を確認し かっ完結させようとする存在と位
置づけられる。この創造という手段において もっともエキサイテングな手段
が事業創造であり そのもっともシンプルな存在が一人のみでの企業化，「一
人企業」である。「一人企業」の定義は以下である。
一人企業の定義
企業における付加価値生産過程の主要かつ決定的な機能が個人によって
継続的に担われ，その個人以外の構成員の役割は補助的かっ代替的であり，
その個人以外の構成員の交替が企業機能の維持及び発展に影響を与えない
企業
一人企業において情報処理・通信ネットワークで個人が特に支援される
一人企業を「情報装備一人企業」と規定する。
このような企業は比較的小規模な企業には典型的に見られ，個人企業と呼ば
れ， 20世紀に大企業システムが登場する以前は産業の主要部分は個人企業，一
人企業によって担われていた。 20世紀は集約的大規模工場の登場によって，家
内工業，一人企業が大企業に代替されていった世紀とも考えられる。シュムベー
タ仮説，チャンドラー（1962）の規模の経済，水平統合，垂直統合と 20世紀の
経営学は個人を超える存在として組織を再帰的に規定してきた（Barnard,
1938）。ところが，情報・通信の驚異的発達は組織を凌駕する個人の登場を可
能にした。
20世紀は集団で
代で、ある口コプメ企画の長谷川は，従来数十名，数百名で、行ったテレビCMの
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作成を一人で行う。このとき，長谷川を支援するのが「ハリー」と呼ばれるコ
ンピュータグラフィックスシステムである。長谷川は100万本のビデオソフト
を素材とする。次々ハリーのシステムの上で加工・組立・編集し，瞬時に新し
いマルチメディアソフト（画像＋音声のデジタルソフト）を組立・編集し，テ
レビCMを作成していく。長谷川はこの世界で 1 人で数百人の企業を凌駕して
いるのである。数百人の間でコンセンサスを得るのは難しい。構成員間で妥協
を繰り返せば，出来たテレビCMは，個性も独自性も無い存在になってしまう。
長谷川には妥協する相手は自分だけである。彼の厳しい自己との”対決”はそ
れさえも許さない。個性と独自性とハイテクノロジィーに支えられた“長谷川”
作品が，企業にたいして頭抜けた競争力を持つゆえんはここにある。
この事業創造過程は個人の知識・情報の発信の連鎖として規定できる。 21世
紀を向えるにあたり，国家の豊かな経済力と高学歴化の進展は多くの個人をよ
り自律化し，自律化した個人はより強く自己を主張するようになってきた（崎
谷， 1979 ：中川， 1988）。事業創造はニュービジネス創造から，政府，地方自
治体における社会建設，教育事業の建設・普及，福祉事業，環境対策まで含ん
でいる。米国においては80年代の若者による事業創造，ニュービジネスが大き
く社会を変革し，同時に個人として自己を完結させることになった。本章では，
事業創造の主体として，一人企業を「組織規模とイノベーションの効率」といっ
た視点等で多面的に分析する。
従来の組織概念を象徴するのは情報伝達モデルである。このモデルでは，知
識創造に関わる少数のエリート以外の存在は理念的には伝達媒体に過ぎない。
「一人企業J の概念はこの伝達媒体として位置づけられる全存在をコンピュー
タに置き換えるものである。
一般に多くの企業は，その企業の組織規模（構成員数および構成員間の関係
数）にふさわしい経営管理能力を持った人材を得ることに成功してはいない。
下請企業とは，技術や機会に恵まれない結果下請け企業になるのではなく，経
営管理能力に恵まれない場合が多い。人的資源は正規分布し，高い能力を持つ
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た人材は少なく，常に組織に関する経営管理能力は不足しがちである。したがっ
て，組織に関する能力，複数の人間間の調整能力を期待しない，一人企業の数
が今後増加するといった見方は合理’性を持っている。
企業における職務は本来，極めて情報が不完全な状態での意思決定の連続で
構成されていると思われる。すべての組織構成員は“時間”と“能力”の制約
により，意思決定に不可欠とも考えられるような情報の準備ができていないに
もかかわらず大胆に意思決定を行なうことを期待される。つまり，企業の職務
は本来極めて未成熟な状態で遂行されているのである（清家， 1981 ）。この未
成熟は職務が毎回常に外的環境に対応して再構築される結果，常に解消されな
い。この未成熟さに加えて，企業は技術革新による情報量の増大と複雑化，人
間の欲求の多様化によるあいまい情報の増加といった職務の不確実性に直面し
ている（Simon, 1976 ）。
サイアートによれば，従来の企業に関する理論では，組織構成員が最適な意
思決定を行うために必要とされる情報は意思決定の前に完全に準備されるとい
う非現実的な仮定に立っていた。しかし現実の企業において，そのような情報
は所与のものであることは極めて希であり，組織構成員自身の探索行動を通じ
て獲得されなければならない（情報収集作業，探索の理論）。フォレットは
「最もその問題に関する意思決定能力を持つ者に，その地位，能力に関係なく，
意思決定を行いうる機会を与える」と述べている。問題解決に対する主体は，
問題に関する知的ストック（問題解決に関する“固定費”的知識）を一般に最
も蓄積している構成員に移っており，イノベーション等の成立は，その構成員
に最も良い問題解決環境を提供できるかどうかにかかっている。この点で，一
人企業は人間関係という拘束条件がないため，もっとも柔軟に問題に対応しう
る可能性をもった存在でもある。
アージリスは人間を発展する有機体と規定した。正常な組織構成員は，技術
革新による情報量の急増，人間の欲求の多様化，暖昧な情報の増加，職務の未
成熟へ対応し，極めて“専門化した職務”を成立させ，職務の不確実性へ対処
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する。その結果，独立的に自己の責任において職務を遂行し，より深い専門性
を追及し，自己完結性を高め，長期的展望に立ち職務を遂行する組織構成員が
大量に大企業等に育成されていくことになる。この傾向は， 21世紀にかけて助
長されるとおもわれ，職務設計と職務システム自体の自己革新の繰り返しはこ
れを強化していくことになると考えられる。
上記の自己完結性の高まりは，上位システムである企業への従属によってシ
ステムを完結させる必要を低下させる。その結果，このシステムは多くの局面
において経営管理システムの支援統制の必要なしに職務を遂行することを可
能とする。現在多くの大企業ではこのような状況が発生していると考えられる。
過去の経営管理の発想で この自律的で専門性の高いシステムに対応しようと
すれば，当然のごとくコンフリクトが発生する。このコンフリクトはシステム
としての完成度が高い専門性の高いシステムに対し，よりシステムとしての完
成度が低い（時代に合っていない）経営管理システムよりの強制であるがゆえ
に極めて深刻なものとなる（現在 多くの先進的企業における技術部門の独走，
リーダーシップの放棄はこの理論にて説明できるのではないかと思われる）。
この強制が，顕在化したとき，それは専断的な命令として組織構成員（専門
的職能の高い水準を持った）に受けとられ，大きなコンフリクトとなる。専門
的に極めて優れた職能を持つ組織講成員にとっては，このような専断的命令の
弊害は特に顕著にあらわれると思われる。専門職能的に優れた人間の職務は，
ごく少数の関連領域の研究開発等を担当するものにしか理解しえない。この結
果，一人企業として，独立の欲求が生じることになる。
外部化された知識が，動画・音声という形でデジタル化されて，個人的ネッ
トワークとパソコン上で一元的に扱えるのというのがマルチメディア時代の特
徴であると思われる。このデジタル化された知識から仮想空間・時間を現実空
間・時間に重ね合わせ，パソコン上で構築し，それを通信によってオープンに
する。電子メール エージ、エントソフト，シミュレーション技術が一人企業の
「一人」を支援する存在である。急速な情報・通信技術の発達は長谷川だけで
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なく，多くの産業に「情報通信を装備した一人企業」を成立させている口
小企業は小さいが，一般に考えられているほど簡単に倒産したりはしない。
小さければ，意思決定は速い。現在，市場は細分化し，多くの小市場に分割さ
れていく傾向が強い。したがって 小企業は容易にニッチ市場を探し参入する
ことができる。小企業は，時間の回転が速い。小企業は環境の影響をまともに
受ける。不景気がきても，技術が陳腐化しても 人材の供給が出来なくなって
もすぐに倒産する。それでも特定業種といった“種”を残す上で小企業は有利
である。企業の寿命が短く，環境の影響をまともに受けるので，新しい環境に
あった新しい企業を，すぐにっくりだせる。
組織進化の概念から考察すると，大企業においては，内部組織または組織間
関係において進化がおこり，適応能力を向上させるか，またはより少ない資源
で適応能力を向上させる（適応効率の向上）方向で進化が進むと考えられる。
「適応能力進化J である。また，小企業「一人企業」においては， 自己複製能
力を向上させることに進化の方向がある。「複製能力進化」である（本川，
1993 ）。
4. 仮想経営と相互進化
日本において，多くの企業は系列企業と呼ばれる用件を備えていることが多
いと思われる（港， 1987 ：中川， 1990）。中核企業と系列企業の関係について
分析した研究として「中間組織」がある。これは，市場原理と内部組織の行動
原理の中間的組織概念を設定するものであり 従来の市場と内部組織の両方の
特性を持つ中核企業と系列企業群の関係「中間組織」が，全体としての企業グ
ループの取引コストを低減させるというものである。そうして，この取引コス
トの低減が，日本における「大企業とそれを取り巻く階層的下請企業群」といっ
た，中核企業と系列企業群の成功をもたらしたというのが今井他（ 1982）の研
究である。
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一人企業は情報・通信の高度化の結果として成立してきている。さて，リエ
ンジニアリングにおける米国での成功は，情報・通信の高度化と長期的関係が
代替的であることを明らかにしたと思われる。したがって，一人企業は情報・
通信によって取引コストを低下させることができると考えられる。この情報・
通信の高度化は大企業とのネットワークを成立させる。
21世紀に一人企業が無数に登場することが考えられる。コンピュータ 1 台で
一人だけで企業が創れる。ところで，一人企業は単独で、は大きな力を持てない。
他の大きい組織と関係を持つことが重要になる。この一人企業はどのように他
の企業，政府・地方自治体， NG O と関係をもっていくのであろうか。
一人企業と大企業・政府・地方自治体がそれぞれ，相互進化をしながら，
社会を創っていく，そのような事業創造モデルが考えられる。一人企業が商品・
サービスを創り，大企業 地方自治体の変化を促す。大企業がビジネスプラッ
トフォームを創り，その場で競争が起こり，もっともビジネスプラットフォー
ムと社会環境に適合した一人企業が進化し，社会要請に応える（注 5 ）。一人
企業が自治体・大企業を変えた結果，それを受けて，また個人（一人企業）た
ちが変化（進化）するのである。
この関係は異種の不確実性を処理する関係である。異種の不確実性の処理と
は，本来，企業が存立していく際に処理する必要のある，数多くの不確実性
（営業，生産，技術開発，金融等の各種機能ごとに異種の性質をもっ不確実性
が存在する）に対し，それぞれ，企業の組織構造，活動等を変化させて，職務
を公式組織化し，構成員の問題解決能力を向上させることである。この組織構
造，活動等の変化は，その不確実性の種類と大きな関係を持ち，ある企業組織
の性格によっては，処理困難な不確実性も，他の企業にとっては容易に処理し
うるといったことが考えられる（Hippel, 1988）。このもっとも対極的な組み
合わせが「一人企業と大企業j と考えられる。
このことが，不確実性処理の際の企業間分業システムを生じさせる。一人企
業と大企業の間で，不確実性処理における明確な分業が成立し，相方の企業に
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おいて，他企業の存在なしには大きな各種の損失を破る，という時，機能対等
的分業が成立し，この分業の内容の変化が時間軸上で相互補完的であり，スパ
イラルな変化と認められるとき 相互進化が成立したと考えられる。
5. 結語
個人は社会との関わりの中で自己を主張し 自己を創造という手段で社会化
し，その社会化の過程でのみ自己を確認し，かつ完結させようとする存在と位
置づけられる。創造特に事業創造において そのもっともシンプルな存在が
一人のみでの企業化，「一人企業」である。 21世紀を向えるにあたり，国家の
豊かな経済力と高学歴化の進展は多くの個人をより自律化し，自律化した個人
はより強く自己を主張するようになってきた。米国においては80年代の若者に
よる事業創造，ニュービジネスが大きく社会を変革し 同時に個人として自己
を完結させることになった。
本稿では，マルチメディア産業の生産方式を考察した。多くの成功した事例
は， 20世紀を代表した大規模研究開発・大規模工場システムとは異なった側面
を多く持っていると思われる。この側面を総括し， 21世紀型とも表現すべきマ
ルチメディア生産方式に対する仮想経営を仮構した。
さて，組織における進化は 2 つの能力「適応能力」と「自己複写能力」の向
上過程であった。進化においては，その主体は自らが適応能力を向上させるか，
または自己複製能力を向上させ多くの後継主体を残すか といった側面で進化
が起こる。従来の適応能力向上の進化モデルにたいして，新しい進化概念，
人企業における自己複製能力の向上の進化について考察した。
注釈
注 1 ）日本は主に組織間関係， ドイツは内部組織の組織進化であった。日本の東芝， ドイツの
バイエル等に代表されるように，既存の大企業は，組織を進化させ，この産業進化のスパ
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イラルモデルに幾世代も関わってきた。これが日本とドイツにおける「ゴーイング・コン
サーンJ の社会的意味でもあった。
注 2 ）経験的に見ると，企業内，組織間関係においては，年商500億程度の事業が創造され，
ると約5000名程度の雇用が企業内外にもたらされ，組織構成員 5 万人程度の大企業におい
ても，組織的に質的な変化をもたらすと考えられる。また，寺本義也は，産業的には，年
商2000億円程度（雇用創造 2 万人）の事業創造がそのドラスティクな変化を産業にもたら
すと考えている。
注 3 ）例えば過去にもこのような仮想から現実が創られた例は見られる。「君の名は」という
昭和20年代を代表する映画の中の女性のファッション（仮想）が，日本中に新しいファッ
ション（現実）を創り出したことはよく知られている。この傾向は映画の中のオードリー・
ヘップパーンの髪型（仮想）が世界中の女性の髪型となった（現実）ことをみても，人類
の一般的な行動パターンであると思われる。
注 4 ）例えば，アウト・ドア・ライフといった物語が創られたとする。自然、の中で息子と一緒
に車をとめて，イワナ釣りに興じる。その夜はテントの前で火を囲み，焼けたイワナをほ
うばりながら息子と青春談義に時を忘れる。このとき，小さな幸せと息子と分かち合うさ
さやかな知識”物語”が創造されている。この物語に酔いながら，隣にとまっているセダ
ンをみて，なんてこいつは使い勝手が悪いんだろうと感じる。このとき，セダンは商品と
しての完結性が急激に低下したのである（清家， 1998）。
注 5 ）ボランテイア的に阪神大震災に負けない「防災都市J 用の商品・サービスを販売するー
人企業が，自治体を変えるかも知れない。防災用通信サービス（インターネット）をボラ
ンテイア的に創業している人たちが“一人企業”になるかもしれない。老人用通信サービ
スのボランティアたちが，オウム真理教の相談ネットワークの人々が一人企業となるかも
しれない。
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